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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

厚生労働省 第１次回答 

管理番号 19 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

社会福祉法人が放課後児童クラブを設置する場合の要件緩和について 

提案団体 

出雲市 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

社会福祉法人が放課後児童クラブを設置する場合も、国及び地方公共団体以外の者から貸与を受けたもので

あっても実施することができるよう、保育所等と同様の特例を認める 。 

具体的な支障事例 

近年の女性就業率の上昇等により、さらなる共働き家庭の児童数の増加が見込まれる中、「小１の壁」を打破す

るとともに待機児童を解消するため、全国的に放課後児童クラブの追加的な整備が不可欠な状況にある。 

本市においても、年々利用ニーズが増加しており、それに伴い、待機児童も増加傾向にある。待機児童の解消

は喫緊の課題であり、市が設置する施設だけでは増加する利用ニーズに対応することが困難な状況であること

から、社会福祉法人等による事業参入の促進を図っている。 

一方で、社会福祉法人の認可に関する基準では、社会福祉法人が通所施設を設置する場合、保育所等につい

ては、設置に必要な不動産を国または地方公共団体以外の者から貸与を受けて行うことができるよう要件緩和

がされているが、放課後児童クラブは、この要件緩和の対象施設に含まれていない。 

そのため、本市では、市内の社会福祉法人から放課後児童クラブを新設したいとの相談を受けたが、民有地を

借り受けて整備を行う計画であったことから、事業実施を断念せざるを得ない事案が生じたところである。今後さ

らに増加する利用ニーズの対応に必要な施設の量的整備を進めるに当たって支障が生じている状況にある。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

放課後児童クラブについても、保育所等と同様に、社会福祉法人が国又は地方公共団体以外の者から不動産

の貸与を受けて施設を設置できるよう要件緩和を行うことにより、社会福祉法人による放課後児童健全育成事

業の実施を円滑に推進し、官民合わせて増加するニーズに対応できる施設の量的整備を図ることができる。 

根拠法令等 

社会福祉法人の認可について（平成 12 年 12 月１日付け厚生労働省通知）、国又は地方公共団体以外の者か

ら不動産の貸与を受けて既設法人が通所施設を設置する場合の要件緩和について（平成 12 年９月８日付け厚

生労働省通知） 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

八戸市、島根県、倉敷市、八幡浜市、大村市、熊本市 

○当市では、保護者、民生委員、学校関係者などで構成する地域の運営委員会に放課後児童クラブ事業を委
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託しているが、利用児童数の急増で複数クラブの設置によるクラブ運営の大規模化、処遇改善などをはじめと

する労務管理の複雑化など、ボランティアが中心の運営委員会方式では、限界との声も大きくなっている。この

ため、将来は運営形態の多様化が必要と考えるが、その受け皿として、社会福祉法人は必須となる。なお、当市

では、クラブ室は、学校の余裕教室や特別教室、近隣の公立幼稚園など公共施設の活用、校庭への専用クラブ

室の設置のほか、学校近隣の空き家などを賃借し、実施しているが、この通知での通所施設の範疇に児童クラ

ブが含まれると、空き家などの賃借でのクラブ室の存続が困難となり、社会福祉法人へ運営移管した途端に待

機児童が激増となる。このことは、国として進めている待機児童解消加速化プランの進展の阻害要因となるた

め、速やかな改正、または解釈により、賃借であっても社会福祉法人が放課後児童クラブ事業を実施できること

を明確化されたい。 

○当県では人口減少に伴い、主に山間部や市部でも、空き家や耕作放棄地など、活用されずに放置されている

土地や施設が存在している。放課後児童の待機児童解消のためにも、そういった民間の施設や土地の貸与を

受け、法人が児童クラブを設置できるようになると、場所の選別や予算などの選択肢が拡がり、放課後児童クラ

ブの充足に繋げることが出来ると考えられる。 

○社会福祉法人の運営するクラブが狭隘な状況になった場合の代替案が複数あることは、市民の利用ニーズ

に早急な対応が可能となることから、制度改正は必要と考える。 

 

各府省からの第１次回答 

提案を踏まえ、放課後児童クラブについて、社会福祉法人が国又は地方公共団体以外の者から不動産の貸与

を受けても開設できるよう、「国又は地方公共団体以外の者から不動産の貸与を受けて既設法人が通所施設を

設置する場合の要件緩和について」（平成 12 年９月８日厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、

老人保健福祉局長、児童家庭局長通知）を改正に向けて検討する。 

通番５
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

内閣府、厚生労働省 第１次回答 

管理番号 300 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

里帰り出産時等における一時預かり事業の対応の明確化について 

提案団体 

鳥取県、日本創生のための将来世代応援知事同盟 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

一時預かり事業の利用対象児童について、里帰り出産時等など、居住地の保育所に入所・在籍している乳幼児

を居住地外の保育所等でも受け入れ可能かどうか明確にするとともに、受け入れた場合の補助金の全国統一

単価の創設や施設型給付の取り扱いの明確化を求める。 

具体的な支障事例 

里帰り出産等で里帰り先に帰った保護者は、自治体による児童福祉法の解釈によって、居住地の保育所等を退

所（園）しなければ、一時預かり事業を利用することができない場合がある。仮に退所した場合、里帰り出産後に

居住地の保育所等に再度入所できるとは限らず、利用者は退所（園）に踏み切ることができない。 

また、自治体の判断によって、居住地の保育所等を退所（園）せずとも一時預かり事業の対象とすることができ

るものの、一時預かり事業に係る広域利用の場合の補助金や入退所に伴う施設型給付の取り扱いについては

不明瞭である。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

居住地の保育所等に入所・在籍している乳幼児が居住地外で一時預かりが可能かどうか、また居住地の保育

所等の入退所の取り扱いが明確となることで、法の解釈で今まで実施していなかった自治体でも一時預かり事

業を実施することができるとともに、自治体間調整が不要となり事務負担が軽減されることで広域利用が進むこ

とから、産前産後の身体的な負担を軽減し、産み育てやすい環境が整備され、子育てしやすい社会の実現に貢

献することとなる。 

根拠法令等 

児童福祉法第 34 条の 12、児童福祉法施行規則第 36 条の 35 第１号 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、荒川区、川崎市、南あわじ市、米子市、山陽小野田市 

○当市でも、里帰り出産をする際の一時預かり事業に対する扱いが利用者の居住地と異なるために、案内や調

整に苦慮するケースがあるため、明確化を求める。

○当該事項については取扱いが不明瞭で自治体によって対応が異なるため、対応の明確化が必要である。

○当団体においても同様の実態があり、保護者の不利益になることが生じる場合もある。制度の明確化が必要

と考える。

通番２
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○当市においては、在籍児童でない場合だけ、里帰り出産での一時預かりを受け入れしてる。（同一児童に二

重給付と考えるため）提案自治体の制度の効果に賛同できると考えるため、明確化されることを要望する。

各府省からの第１次回答 

一時預かり事業については、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）に基づく、地域子ども・子育て支

援事業として、市町村が地域の実情を踏まえて実施しており、当該市町村の子どもが対象となることが原則。 

一方、事業実施に係る要件等は、「一時預かり事業の実施について（平成 27 年７月 17 日）」（以下、「実施要

綱」という。）において全国統一的に定められているが、実施要綱上の対象児童は、「主として保育所、幼稚園、

認定こども園等に通っていない、又は在籍していない乳幼児」としており、ご指摘の里帰り出産の場合でも、地域

の実情に応じて対象とすることは可能である。 

なお、里帰り出産のために保育園を退園した後、当初利用していた園に戻れるかについては、他の利用者の申

し込みの状況や園の定員等により左右されることとなるが、市町村の判断で、当初利用していた園に優先的に

利用調整していただくことは可能な取扱いとなっている。 

通番２
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

内閣府、厚生労働省 第１次回答 

管理番号 162 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

病児保育施設の整備に係る子ども・子育て支援整備交付金の交付対象の拡大 

提案団体 

大阪府、京都府、堺市、兵庫県、神戸市、和歌山県、鳥取県、徳島県 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

病児保育施設の整備に係る子ども・子育て支援整備交付金の交付対象を「市町村、社会福祉法人や病院等」に

限定せず、運営費に係る子ども・子育て支援交付金と同様に市町村の裁量の下、「市町村が認めた者」とされた

い。 

具体的な支障事例 

病児保育事業については、現在でも保護者ニーズが高く、今後女性就業率の上昇や教育・保育無償化による保

育需要の増大に伴い更にニーズが増すものと思われ、府としては充実させていきたい。しかし、病児保育施設

の整備促進を目的としている「子ども・子育て支援整備交付金交付要綱」において、交付対象が「市町村、社会

福祉法人や病院等」に限定され、NPO などは対象となっていない。実施するにあたり、多大な費用がかかる施

設整備に対する補助が出ないため、意欲はあるものの整備に取り組めないと相談を受けている事例がある。 

なお、病児保育事業の運営への補助を目的とした「子ども・子育て支援交付金」の交付要綱では、交付対象とし

て「市町村が認めた者」を認めていることからも、整備の補助対象が限定的であることは整合性が図られず、事

業の展開に支障が生じている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

現在、女性の社会進出や子育て世帯への応援に積極的な企業が多くある。前述の NPO だけでなくこういった多

様な実施主体の参画が可能となり、病児保育施設が充実することで、子育て世帯へのバックアップが可能とな

り、住民が暮らしやすく働きやすい、また子育てのしやすい社会の実現に貢献することとなる。 

根拠法令等 

児童福祉法第６条の３第 13 項、子ども・子育て支援整備交付金交付要綱、子ども・子育て支援交付金交付要

綱、病児保育実施要綱 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、豊田市、南あわじ市、熊本市 

○病児保育事業の参入には施設整備が不可欠となっており、交付対象の拡大は一定のニーズのある当事業の

推進に繋がるため、制度改正の必要性を感じている。

○当市においては病院に併設した３か所の事業所がある。時に定員を超過し利用ができない事例もあるため、

交付対象の拡大は必要と考える。

通番３
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○当市では、現在委託施設として社会福祉法人や病院だけでなく、NPO 法人も加わっている。今後例えば病児

保育施設に NPO 法人が新たに加わることもある可能性が有る場合、補助が出ないことで整備に取り組めないと

相談を受けることもあると十分に考えられる。よって、病児保育施設の整備に係る子ども・子育て支援整備交付

金の交付対象を「市町村、社会福祉法人や病院等」に限定せず、運営費に係る子ども・子育て支援交付金と同

様に市町村の裁量の下、「市町村が認めた者」とされる必要があると考える。

各府省からの第１次回答 

NPO 法人等が補助対象となるよう、「子ども・子育て支援整備交付金交付要綱」を 2020 年度中に改正する。 

通番３
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

内閣府、厚生労働省 第１次回答 

管理番号 23 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

特定地域型保育事業の確認の効力の拡大について 

提案団体 

豊中市 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

特定教育・保育施設の確認と同様に、特定地域型保育事業の確認の効力が全国に及ぶよう制度の改正を求め

る。 

具体的な支障事例 

本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域

型保育事業についても、居住する市町村の区域外での利用が一般的に行われている。 

現行では、地域型保育事業の確認の効力が確認を行う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利

用を行う場合には、他自治体との同意を得る必要がある。そのため、本市で事業所内保育を実施している事業

所に、本市以外に居住している従業員で事業所内保育を利用している人が複数人いた場合、当該事業者がそ

の従業員が居住している全ての自治体に確認申請を行う。それを受け各自治体が当該事業者が所在する市町

村から確認について同意を得て、当該事業者を確認する必要がある。これら事務は、事業者にとっても自治体

職員にとっても大きな負担となっている。 

また、事業所内保育事業については事務負担を考慮され通知により簡便な方法も示されているが、他自治体と

のやり取りなどの事務が煩雑である。通知による簡便な方法を実施したとしても、各市町村と調整の上、同意を

不要とする旨の協定書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する事務等が発生し、市町村間での調整業

務（協定書の内容についての確認、修正等）が大きな事務負担となっている。 

あわせて、事業所内保育事業だけでなく、利用調整により本市の児童が他市の小規模保育事業を利用する事

例もあり、同様の事象が発生している。また、本市の児童が他市の施設を利用する際、その他市の施設が地域

型保育事業に該当する施設なのか、その市と同意を不要とする旨の協定書を作成しているかをその都度確認

する必要があり大きな事務負担となっている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

特定教育・保育施設に係る確認事務と同様に、全国で確認の効力が及ぶことで、職員の事務負担を軽減すると

ともに、利用者が利用しやすい地域型保育事業をめざす。 

なお、広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することになるため、住民が利用している施設は容易に

把握でき、給付を支払う場合には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支給漏れ等が起こることは

ないため、特定地域型保育事業者の確認の効力を全国に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じな

いものと考える。 

根拠法令等 

子ども・子育て支援法 31 条・43 条、子ども・子育て支援法に基づく支給認定等並びに特定教育・保育施設及び
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特定地域型保育事業者の確認に係る留意事項について、子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事

業所の運用上の取り扱いについて 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、豊田市、大阪府、大阪市、池田市、吹田市、高槻市、富田林市、米子市、広島市、松山市、熊本市 

 

○当市及びその周辺の市町では、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育事

業についても、居住する市町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確認

の効力が確認を行う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同

意を得る必要がある。当市は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機会を通じ、要望されており、通知

による簡便な方法を実施しているが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書

類を各市町と受送付する事務等が発生し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が事

務負担となっている。先般、子ども・子育て支援法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」が追

加されたが、これに関して他自治体の同意の必要性が無く理解に苦しんでいる。 

○広域利用の場合、少人数の児童のためでも、施設要件を確認する手続きが必要になるため、園に対する事

務負担は増大する。 

○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要

と考える。 

○広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することになるため、住民が利用している施設は容易に把

握でき、給付を支払う場合には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支給漏れ等が起こることはな

いため、特定地域型保育事業者の確認の効力を全国に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じない

ものと考える。 

○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する

事務等が発生し、市町村間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。 

○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、

当市においても一定数の件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合に

は事務負担の増加につながっている。特定教育保育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なる

ことは理解しているが、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務の効率化に寄与するものと考える。 

○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことが

なく、事務負担の軽減の観点から見直しをお願いしたい。 

○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。 

 

各府省からの第１次回答 

地域型保育事業は、本来、都市部や離島・へき地など、それぞれの地域の実情に応じて生じているニーズにき

め細かく個別に対応する性格のものであり、広域的な利用を念頭に置いていないことから、地域型保育事業者

の確認に係る効力については、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に住所を有する者に限

られている。これにより、事業所の所在地市町村の域外の住民が利用する場合に、市町村の調整等が行われ

ることが制度的に担保されている。 

ご提案については、このような地域型保育事業の本来の趣旨を十分に踏まえて、慎重に検討すべきと考えてい

る。 

なお、本規定に基づき必要な手続については、「子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業所の運

用上の取扱いについて」等により、従来から事務の簡素化を図ってきたところである。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府、厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 117 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

地域型保育事業の確認の効力の制限の廃止 

 

提案団体 

堺市、滋賀県、京都府、京都市、大阪府、大阪市、兵庫県、神戸市、和歌山県、鳥取県、徳島県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

地域型保育事業の確認の効力について、特定教育・保育施設型と同様、施設の所在市町村が確認を行うことで

無条件で全国に効力を有するよう措置をされたい。 

 

具体的な支障事例 

子ども・子育て支援法においては、児童が居住市町村外の地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保育事

業、事業所内保育事業など）を利用するには、居住地の市町村が、事前に施設の所在市町村の同意を得たうえ

で、当該施設要件等の確認（法第 43 条）を行う必要がある。 

しかしながら、実際の利用決定は、それぞれの市町村の利用調整の担当者の間で調整し決定しており、利用の

決定後、利用開始前までの間に、上記の同意や確認を行う必要があるが、利用決定を追認する形となり、形骸

化している。 

本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域

型保育事業についても、居住する市町村の区域外での利用も行われていることから、同意や確認については事

務的に煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

形骸化している市町村間の同意や確認についての事務負担を軽減することができる。また、施設にとって、手続

きの簡素化を図り、利便性の向上が見込まれる。 

なお、地域型保育事業の広域利用の手続きは、教育・保育施設と同様に、居住地の市町村と施設所在の市町

村間で行うものであるため、支給認定漏れや給付漏れといった新たな支障は生じないものと考える。 

 

根拠法令等 

子ども・子育て支援法 31 条、43 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、豊田市、池田市、吹田市、高槻市、富田林市、東大阪市、南あわじ市、米子市、広島市、松山市、熊本

市 

 

○市町村間の同意が形骸化しているが、同意書の内容を市町村間で調整するなど煩雑な事務手続きが市町村

の負担となっている。 

○当市及びその周辺の市町では、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育事
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業についても、居住する市町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確認

の効力が確認を行う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同

意を得る必要がある。当市は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機会を通じて、要望されており、通

知による簡便な方法を実施しているが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請

書類を各市町と受送付する事務等が発生し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が

事務負担となっている。先般、子ども・子育て支援法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」が

追加されたが、これに関して他自治体の同意の必要性が無く理解に苦しんでいる。 

○広域利用の場合、少人数の児童のためでも、施設要件を確認する手続きが必要になるため、園に対する事

務負担は増大する。 

○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要

と考える。 

○広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することになるため、住民が利用している施設は容易に把

握でき、給付を支払う場合には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支給漏れ等が起こることはな

いため、特定地域型保育事業者の確認の効力を全国に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じない

ものと考える。また、利用の決定後、利用開始前までの間に、同意や確認を行う必要があるが、実際にはその期

間での確認を行うことは困難で利用決定を追認する形となり、形骸化している。 

○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する

事務等が発生し、市町村間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。 

○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、

当市においても一定数の件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合に

は事務負担の増加につながっている。特定教育保育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なる

ことは理解しているが、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務の効率化に寄与するものと考える。 

○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことが

なく、事務負担の軽減の観点から見直しをお願いしたい。 

○形骸化している事務処理であり，利用決定を追認する形となっているが，事務処理が煩雑であり，処理に時

間を要するなど，負担となっており，提案事項で掲げられている見直しが必要である。 

○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。 

 

各府省からの第１次回答 

地域型保育事業は、本来、都市部や離島・へき地など、それぞれの地域の実情に応じて生じているニーズにき

め細かく個別に対応する性格のものであり、広域的な利用を念頭に置いていないことから、地域型保育事業者

の確認に係る効力については、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に住所を有する者に限

られている。これにより、事業所の所在地市町村の域外の住民が利用する場合に、市町村の調整等が行われ

ることが制度的に担保されている。 

ご提案については、このような地域型保育事業の本来の趣旨を十分に踏まえて、慎重に検討すべきと考えてい

る。 

なお、本規定に基づき必要な手続については、「子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業所の運

用上の取扱いについて」等により、従来から事務の簡素化を図ってきたところである。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府、厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 276 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

地域型保育事業の確認の効力の制限の廃止 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

地域型保育事業の確認の効力について、特定教育・保育施設型と同様、施設の所在市町村が確認を行うことで

無条件で全国に効力を有するよう措置をされたい。 

 

具体的な支障事例 

子ども・子育て支援法においては、児童が居住市町村外の地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保育事

業、事業所内保育事業など）を利用するには、居住地の市町村が、事前に施設の所在市町村の同意を得たうえ

で、当該施設要件等の確認（法第 43 条）を行う必要がある。 

しかしながら、実際の利用決定は、それぞれの市町村の利用調整の担当者の間で調整し決定しており、利用の

決定後、利用開始前までの間に、上記の同意や確認を行う必要があるが、利用決定を追認する形となり、形骸

化している。 

本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域

型保育事業についても、居住する市町村の区域外での利用も行われていることから、同意や確認については事

務的に煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

形骸化している市町村間の同意や確認についての事務負担を軽減することができる。また、施設にとって、手続

きの簡素化を図り、利便性の向上が見込まれる。 

なお、地域型保育事業の広域利用の手続きは、教育・保育施設と同様に、居住地の市町村と施設所在の市町

村間で行うものであるため、支給認定漏れや給付漏れといった新たな支障は生じないものと考える。 

 

根拠法令等 

子ども・子育て支援法 31 条、43 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、大阪市、池田市、南あわじ市、広島市、松山市、熊本市 

 

○同意や確認については事務的に煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。 

○当市及びその周辺の市町にでは、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育

事業についても、居住する市町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確

認の効力が確認を行う市町村の区域に限定されていることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との
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同意を得る必要がある。当市は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機会を通じて、要望されており、

通知による簡便な方法を実施しているが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申

請書類を各市町と受送付する事務等が発生し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）

が事務負担となっている。先般、子ども・子育て支援法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」

が追加されたが、これに関して他自治体の同意の必要性が無く理解に苦しんでいる。 

○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要

と考える。 

○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する

事務等が発生し、市町村間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。 

○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、

当市においても一定数の件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合に

は事務負担の増加につながっている。特定教育保育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なる

ことは理解しているが、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務の効率化に寄与するものと考える。 

○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことが

なく、事務負担の軽減の観点から見直しをお願いしたい。 

○当市においては、当市居住児童の利用が想定される近隣市町村との間で、確認に当たり必要とされる同意を

不要とする旨の同意に関する協定を結んでいる。それでも当該施設の確認に関する手続きは必要であることか

ら、当該制度改正により、当市及び施設の事務負担軽減に資するものと考える。 

○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。 

 

各府省からの第１次回答 

地域型保育事業は、本来、都市部や離島・へき地など、それぞれの地域の実情に応じて生じているニーズにき

め細かく個別に対応する性格のものであり、広域的な利用を念頭に置いていないことから、地域型保育事業者

の確認に係る効力については、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に住所を有する者に限

られている。これにより、事業所の所在地市町村の域外の住民が利用する場合に、市町村の調整等が行われ

ることが制度的に担保されている。 

ご提案については、このような地域型保育事業の本来の趣旨を十分に踏まえて、慎重に検討すべきと考えてい

る。 

なお、本規定に基づき必要な手続については、「子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業所の運

用上の取扱いについて」等により、従来から事務の簡素化を図ってきたところである。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

厚生労働省 第１次回答 

管理番号 88 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省第 38 号）における、附則第３条

で定める「管理者に係る経過措置」の改正 

提案団体 

宮城県、三重県、広島県 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

経過措置の期限を「平成 33 年３月 31 日まで」から「令和６年３月 31 日まで」に延長する。 

具体的な支障事例 

平成 30 年４月の介護保険制度改正に基づき、平成 30 年４月１日から居宅介護支援事業所における管理者の

要件が「介護支援専門員」から「主任介護支援専門員」に変更され、当該要件に関する経過措置として平成 33

年３月 31 日までは介護支援専門員を管理者とすることができる旨規定された。 

一方で、主任介護支援専門員になるためには「主任介護支援専門員研修」を終了する必要があるが、当該研修

を受講するための要件の一つに「介護支援専門員として従事した期間が通算して５年以上の者」と定められてお

り、令和２年度末までにこれらに該当しない管理者の事業所が廃業に追い込まれる可能性がある。（当県の確

認では現時点で全 674 事業所のうち 65 事業所で主任介護支援専門員が確保できない恐れがある。） 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

経過措置を６年（要件の５年＋次年度研修受講するための１年）とすることで、現在の経過措置が終了する時点

では、主任介護支援専門員になり得ない者もその対象とすることが可能になり、廃業を回避することができる。 

根拠法令等 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11 年３月 31 日厚生省令第 38 号）附則第３

条 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

仙台市、須賀川市、千葉県、千葉市、袖ケ浦市、八王子市、石川県、長野県、多治見市、浜松市、京都府、大阪

府、大阪市、神戸市、島根県、岡山県、山口県、徳島県、香川県、高松市、愛媛県、松山市、新居浜市、熊本県 

○当市では、令和元年６月 30 日が指定更新期限である居宅介護支援事業所において、介護支援専門員が１

人のみであるため、業務を行いながら研修を受講できる体制をとることができず、令和３年３月 31 日までに主任

介護支援専門員を管理者とすることが難しいため、令和元年６月 30 日をもって事業を廃止する旨の届出があっ

た。また、介護支援専門員が１人のみの事業所は他に１事業所あり（休止中は除く）、廃業せざるをえない状況

になれば利用者に多大なる影響が出ることが懸念される。経過措置期間の延長により、資格取得や新規雇用

等の対応を検討できる。
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○ひとりケアマネの事業所において、経過措置の平成 33 年３月 31 日までに主任介護支援専門員研修を受講

できないケースがあり、廃業に追い込まれる可能性がある。 

○定量的な調査は行っていないが、高齢化が進行している過疎地域において、現在の介護支援員は従事期間

不足で主任になり得ず、新たに主任介護支援専門員を雇用することも困難であるという事例あり。本来、主任介

護支援専門員には、主任たる知識・経験・能力をもってなるべきものであり、現状の経過措置期間では、主任介

護支援専門員の質の低下に繋がるおそれもある。 

○平成 30 年４月の介護保険制度改正に基づき、平成 30 年４月１日から居宅介護支援事業所における管理者

の要件が「介護支援専門員」から「主任介護支援専門員」に変更され、当該要件に関する経過措置として平成

33 年３月３１日までは介護支援専門員を管理者とすることができる旨規定された。一方で、主任介護支援専門

員になるためには「主任介護支援専門員研修」を終了する必要があるが、当該研修を受講するための要件の一

つに「介護支援専門員として従事した期間が通算して５年以上の者」と定められており、令和２年度末までにこれ

らに該当しない管理者の事業所が休止や廃止を選択しなければならない状況になる可能性がある。 

○当市の居宅介護支援事業所は 147 事業所（休止施設を除く）。勤務する居宅介護支援事業所の介護支援専

門員は 457 名で、うち主任介護支援専門員は 85 名。管理者が主任介護支援専門員である事業所は 53 事業

所のみで、介護支援専門員が管理者を務める事業所が半数以上となっている。現に主任介護支援専門員を管

理者として置かない事業所が、事業所を継続するためには主任介護支援専門員研修の受講が必要となり、当

市においては 94 名が主任介護支援専門員研修を受講する必要がある。現在の主任介護支援専門員研修の開

催状況では、令和 3 年 3 月までの必要数育成が困難である。 

○経過措置期間では従事期間の年数が足りず、研修を受講することができないという問い合わせが多数ある。

廃止さぜるをえない事業所が発生すると、利用者が不利益を被ったり、負担を強いられる可能性があるため、経

過措置期間を延長する必要があると考える。 

○当市の現時点の居宅介護支援事業所 203 事業所のうち主任介護支援専門員がいない事業所は 120 事業所

あり、そのうち経過措置期間中に５年以上の実務経験を満たせない事業所は 26 事業所、介護支援専門員が１

人のみの事業所のため研修受講の体制をとることが困難な事業所は 56 事業所が推定され、主任介護支援専

門員を確保できず、経過措置期間が経過した場合、事業所を廃止又は休止し、利用者は介護支援専門員を変

更せざるを得ない影響が考えられる。 

○当県でも、現状で把握できる限りでは、およそ４割が主任介護支援専門員ではなく、同様に支障が生じるおそ

れがある。 

○当県で実施した調査では、平成 33 年３月末までに主任ケアマネを配置できず、休止・廃止を余儀なくされる

事業所が４カ所あり、その中には町内唯一の居宅事業所も含まれる。 

○県下の全居宅介護支援事業所中、介護支援専門員１名体制の事業所が約３割を占めており、経過措置期間

の令和３年３月３１日までに、居宅介護支援事業所の管理者要件である主任介護支援専門員の資格を取得す

ることができず、廃業を余儀なくされ、結果として利用者が不利益を被ることが懸念される。 

○当市では、平成 31 年 10 月現在 219 ある居宅介護支援事業所のうち、28 パーセントに当たる約 60 事業所

が一人ケアマネとして事業所を運営している。（主任であることの確認はしていない。）主任でない介護支援専門

員が、主任の資格を得るために長時間の研修を遠方まで行くことや日々の業務を考慮すると、やむを得ず居宅

介護支援事業所の廃業により、利用者のサービス提供に支障が出る恐れがある。 

○当県では、県及び県介護支援専門員協会に対し、現任の指定居宅介護支援事業所管理者から、経過措置期

間内に主任介護支援専門員研修の受講要件である「専任の介護支援専門員として従事した期間が５年以上」を

満たすことができない旨の相談が複数寄せられている。 

○経過措置期間の見直しをしたうえで、制度改正時点で、現に居宅介護支援事業所として存在していた事業所

については、特例として、資格取得にあたり簡素化されたカリキュラム等を設ける必要もあると考える。 

○当市が実施した実態調査においても経過措置期間（３年間）内に主任介護支援専門員を管理者におけない事

業所が 10 事業所以上あり支障となっている。 

○当都道府県においても、制度改正以前より居宅介護支援事業所の管理者であるにも関わらず、３年間の経過

措置期間中に主任介護支援専門員研修の受講要件を満たせないため主任介護支援専門員の資格を取得でき

ず、廃業を余儀なくされる者が少なくとも 94 名存在しており、当都道府県からも、同事案について提案をしてい

る。 

○ 当県の確認では現時点で全 674 事業所のうち 65 事業所で主任介護支援専門員が確保できない恐れがあ

る。 

 

各府省からの第１次回答 

管理者要件の見直しは、管理者が主任ケアマネジャーの場合の方が、事業所内のケアマネジャーに対する同
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行訪問による支援（OJT）の実施や、ケアマネジャーからのケアマネジメントに関する相談の時間を設ける割合

が高くなっているという状況を踏まえ、事業所における業務管理や人材育成の取組を促進させることにより、各

事業所のケアプラン、ケアマネジメントの質を高める観点から導入したものである。 

現在、管理者（主任ケアマネジャー）になろうとする者が必要な研修を円滑に受けられるよう、研修の実施主体で

ある都道府県に対し、 

・地域医療介護総合確保基金を活用した受講者の金銭的な負担軽減（会場借料や講師謝金の補助など）や 

・事業所に勤めている方々が受講しやすいよう、例えば、土日や夜の開講や e-ラーニングによる通信学習な

ど、研修の開催方法の工夫について要請しており、まずはこうした取組を進めることが重要であると考えている。 

その他必要な対応については、令和元年度実施予定の実態調査の結果を踏まえて検討してまいりたい。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 98 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

居宅介護支援事業所の管理者の要件に係る経過措置期間の延長 

 

提案団体 

沖縄県介護保険広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

居宅介護支援事業所の管理者要件について、離島や過疎地域については管理者要件の経過措置期間を６年

以上（令和６年３月 31 日）延長してもらいたい。 

 

具体的な支障事例 

沖縄県は、本土から遠隔にあり、東西約 1,000 キロメートル、南北 400 キロメートルに及ぶ広大な海域に散在す

る 160 の島々から成り立つ地域特性を有している。このような地域特性により介護保険事業においては、小規

模な離島地域や過疎地域では介護・福祉人材の確保が厳しく、利用者への介護サービスの提供が十分にでき

ていない状況にある。 

沖縄県介護保険広域連合は 29 市町村で構成しているが、組織内に離島地域 10 町村、過疎地域４町村を含ん

でおり、これらの離島・過疎地域の介護サービスの利用の困難な地域における介護サービスの提供確保につい

て市町村と連携して必要な介護サービスの確保に努めているところである。 

平成 30 年４月の介護保険制度改正により、居宅介護支援事業所の管理者要件が主任介護支援専門員に変更

になったことについて、当広域連合内にある居宅介護支援事業所にその対策や影響を確認するためにアンケー

ト調査を行った結果、管理者が経過措置期間である平成 33 年（令和３年）３月 31 日までに実務経験年数を満

たせないことや、介護支援専門員が１人のみの事業所のために研修を受講できる体制をとることが困難である

ことで、廃業せざるを得ない状況になりかねないことが判明した。これらの既存事業所が廃業すると離島・過疎

地域においては参入する事業所も容易でないことから利用者に多大な影響が懸念される。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

制度を改正される以前から居宅介護支援事業所の管理者だった者が、制度によって廃業されることなく管理者

を行うことができることにより、利用者の介護サービスの提供確保と介護支援専門員の離職を防ぐことができ、

離島や過疎地域の介護基盤の維持確保に繋げることができる。 

 

根拠法令等 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

仙台市、八王子市、粟島浦村、石川県、長野県、浜松市、大阪府、大阪市、島根県、高松市、愛媛県、松山市、

新居浜市、与那国町 
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○現在唯一の居宅介護支援事業所は、介護支援専門員の確保ができず、休止中となっている。今後も、介護支

援専門員の確保自体が困難であり、さらに主任介護支援専門員の確保は到底不可能である。 

○当市の居宅介護支援事業所は 147 事業所（休止施設を除く）。勤務する居宅介護支援事業所の介護支援専

門員は 457 名で、うち主任介護支援専門員は 85 名。管理者が主任介護支援専門員である事業所は 53 事業

所のみで、介護支援専門員が管理者を務める事業所が半数以上となっている。現に主任介護支援専門員を管

理者として置かない事業所が、事業所を継続するためには主任介護支援専門員研修の受講が必要となり、当

市においては 94 名が主任介護支援専門員研修を受講する必要がある。 

○当市の現時点の居宅介護支援事業所 203 事業所のうち主任介護支援専門員がいない事業所は 120 事業所

あり、そのうち経過措置期間中に５年以上の実務経験を満たせない事業所は 26 事業所、介護支援専門員が１

人のみの事業所のため研修受講の体制をとることが困難な事業所は 56 事業所が推定され、主任介護支援専

門員を確保できず、経過措置期間が経過した場合、事業所を廃止又は休止し、利用者は介護支援専門員を変

更せざるを得ない影響が考えられる。 

○当県でも、現状で把握できる限りでは、およそ４割が主任介護支援専門員ではなく、同様に支障が生じるおそ

れがある。 

○当県で実施した調査では、平成 33 年３月末までに主任ケアマネを配置できず、休止・廃止を余儀なくされる

事業所が４カ所あり、その中には町内唯一の居宅事業所も含まれる。 

○当市では、中山間地域（過疎地域）における介護人材が不足しており、特に介護支援専門員の確保が急務と

なっている。また、制度改正により主任介護支援専門員が管理者要件となれば、介護支援事業所の不足が見

込まれ、利用者のサービス提供が確保できない。 

○実務経験５年以上の要件を満たせない方や「一人ケアマネ」体制の事業所への影響を考慮し、経過措置期間

の見直しをしたうえで、制度改正時点で、現に居宅介護支援事業所として存在していた事業所については、特例

として、資格取得にあたり簡素化されたカリキュラム等を設ける必要もあると考える。 

○当都道府県においても、制度改正以前より居宅介護支援事業所の管理者であるにも関わらず、３年間の経過

措置期間中に主任介護支援専門員研修の受講要件を満たせないため主任介護支援専門員の資格を取得でき

ず、廃業を余儀なくされる者が少なくとも 94 名存在している。 

○離島のため主任介護支援専門員を確保する事が困難。存続の事業所が廃業せざるを得ない状況になりかね

ない。 

 

各府省からの第１次回答 

管理者要件の見直しは、管理者が主任ケアマネジャーの場合の方が、事業所内のケアマネジャーに対する同

行訪問による支援（OJT）の実施や、ケアマネジャーからのケアマネジメントに関する相談の時間を設ける割合

が高くなっているという状況を踏まえ、事業所における業務管理や人材育成の取組を促進させることにより、各

事業所のケアプラン、ケアマネジメントの質を高める観点から導入したものである。 

現在、管理者（主任ケアマネジャー）になろうとする者が必要な研修を円滑に受けられるよう、研修の実施主体で

ある都道府県に対し、 

・地域医療介護総合確保基金を活用した受講者の金銭的な負担軽減（会場借料や講師謝金の補助など）や 

・事業所に勤めている方々が受講しやすいよう、例えば、土日や夜の開講や e-ラーニングによる通信学習な

ど、研修の開催方法の工夫について要請しており、まずはこうした取組を進めることが重要であると考えている。 

その他必要な対応については、令和元年度実施予定の実態調査の結果を踏まえて検討してまいりたい。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 158 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

居宅介護支援事業所における管理者要件の経過措置期間延長 

 

提案団体 

大阪府、滋賀県、京都府、大阪市、堺市、兵庫県、神戸市、和歌山県、鳥取県、徳島県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

平成 30 年度より、指定居宅介護支援事業所での管理者要件が主任介護支援専門員に改正され、当該要件の

経過措置期間が平成 33 年３月 31 日までと規定された。 

当該改正により、従前から管理者であるものの主任介護支援専門員でない者は研修の受講が必要だが、受講

に当たり５年以上の実務経験を要するため、３年の経過措置期間では要件を満たせず、廃業を余儀なくされる

事業所も相当数発生する恐れがある。 

事業所の運営継続に支障をきたさないよう、制度改正が事業所の運営に与える影響の実態を検証し、必要な経

過措置期間を６年以上とするこ 

 

具体的な支障事例 

主任介護支援専門員の資格を取得するためには、各都道府県の実施する主任介護支援専門員研修を修了し

なければならない。同研修の受講に当たっては、５年以上の介護支援専門員としての実務経験を要する。 

本府においては、制度改正以前より居宅介護支援事業所の管理者であるにも関わらず、３年間の経過措置期

間中に主任介護支援専門員研修の受講要件を満たせないため主任介護支援専門員の資格を取得できず、廃

業を余儀なくされる者が少なくとも 94 名存在する。また、これら事業所の利用者は、約 2,400 名以上存在すると

推定され、事業所が廃業となれば、事業所を変更せざるを得ない。このため、これまで関係性を構築してきた介

護支援専門員の変更を迫られることとなり、利用者及びその家族は、在宅生活を支えるための相談相手を失っ

たり、事業所変更に伴いケアプランの新規作成のため再度のアセスメントを受ける必要がある等、多大な不利

益や負担を強いられることが考えられる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

法改正の影響を受ける管理者が、資格要件を満たす期間を確保できることにより、既存事業所の廃業を回避で

きる。また、当該事業所の利用者が契約先の変更を迫られることなく、円滑にサービスを利用し続けられる。 

 

根拠法令等 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、仙台市、須賀川市、埼玉県、千葉県、千葉市、船橋市、袖ケ浦市、八王子市、石川県、長野県、多治見

市、浜松市、大阪市、八尾市、島根県、岡山県、玉野市、山口県、香川県、高松市、愛媛県、松山市、新居浜市 
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○当市では、令和元年６月 30 日が指定更新期限である居宅介護支援事業所において、介護支援専門員が１

人のみであるため、業務を行いながら研修を受講できる体制をとることができず、令和３年３月 31 日までに主任

介護支援専門員を管理者とすることが難しいため、令和元年６月 30 日をもって事業を廃止する旨の届出があっ

た。また、介護支援専門員が１人のみの事業所は他に１事業所あり（休止中は除く）、廃業せざるをえない状況

になれば利用者に多大なる影響が出ることが懸念される。 

○当市に登録中の居宅サービス事業者の中にも経過措置中の事業所があり、対応に苦慮しているとの話もあ

ることから、経過措置期間を延長し、円滑な移行が出来るように希望する。 

○当市の居宅介護支援事業所は 147 事業所（休止施設を除く）。勤務する居宅介護支援事業所の介護支援専

門員は 457 名で、うち主任介護支援専門員は 85 名。管理者が主任介護支援専門員である事業所は 53 事業

所のみで、介護支援専門員が管理者を務める事業所が半数以上となっている。現に主任介護支援専門員を管

理者として置かない事業所が、事業所を継続するためには主任介護支援専門員研修の受講が必要となり、当

市においては 94 名が主任介護支援専門員研修を受講する必要がある。 

○経過措置期間では従事期間の年数が足りず、研修を受講することができないという問い合わせが多数ある。 

○当市の現時点の居宅介護支援事業所 203 事業所のうち主任介護支援専門員がいない事業所は 120 事業所

あり、そのうち経過措置期間中に５年以上の実務経験を満たせない事業所は 26 事業所、介護支援専門員が１

人のみの事業所のため研修受講の体制をとることが困難な事業所は 56 事業所が推定され、主任介護支援専

門員を確保できず、経過措置期間が経過した場合、事業所を廃止又は休止し、利用者は介護支援専門員を変

更せざるを得ない影響が考えられる。 

○当県でも、現状で把握できる限りでは、およそ４割が主任介護支援専門員ではなく、同様に支障が生じるおそ

れがある。 

○当県で実施した調査では、平成 33 年 3 月末までに主任ケアマネを配置できず、休止・廃止を余儀なくされる

事業所が４カ所あり、その中には町内唯一の居宅事業所も含まれる。 

○当市では、平成 31 年 10 月現在 219 ある居宅介護支援事業所のうち、28 パーセントに当たる約 60 事業所

が一人ケアマネとして事業所を運営している。（主任であることの確認はしていない。） 

主任でない介護支援専門員が、主任の資格を得るために長時間の研修を遠方まで行くことをや日々の業務を

考慮すると、やむを得ず居宅介護支援事業所の廃業により、利用者のサービス提供に支障が出る恐れがある。 

○実務経験５年以上の要件を満たせない方や「一人ケアマネ」体制の事業所については、資格取得のための時

間が確保できないこと等によって、主任介護支援専門員になれず、事業継続が困難になることが見込まれる。こ

れにより、当該事業者だけではなく、利用者の処遇にも影響が生じると考える。 

また、上記が影響して居宅介護支援事業所が減少した場合、今後増加が見込まれる利用者への対応が困難に

なる恐れがある。そのため、経過措置期間の見直しをしたうえで、制度改正時点で、現に居宅介護支援事業所

として存在していた事業所については、特例として、資格取得にあたり簡素化されたカリキュラム等を設ける必

要もあると考える。 

○当市では、平成 31 年４月１日時点の居宅介護支援事業所１７９の内、約７割の事業所が、管理者に主任介護

支援専門員を配置する要件を満たせておらず、主任介護支援専門員の資格を取得するための要件も考慮する

と、残り２年の経過措置期間を経たとしても、当該期間終了後に事業を継続することが困難な事業所が相当数

でてくることが見込まれる。 

○当市が実施した実態調査においても経過措置期間（３年間）内に主任介護支援専門員を管理者におけない事

業所が 10 事業所以上あり支障となっている。経過措置期間の延長と共に主任介護支援専門員研修受講要件

の一定程度の緩和を求める。 

○当県の確認では現時点で全 674 事業所のうち 65 事業所で主任介護支援専門員が確保できない恐れがあ

る。 

○当県の居宅介護支援事業所 1,883 か所のうち管理者が主任介護支援専門員ではない事業所が 997 か所あ

る。当県が調査を行ったところ、経過措置期間（平成 33 年３月 31 日）までに、主任資格を得られず居宅介護支

援事業所の廃業又は休止になってしまう事業所が２０か所程度あることが見込まれる。 

 

各府省からの第１次回答 

管理者要件の見直しは、管理者が主任ケアマネジャーの場合の方が、事業所内のケアマネジャーに対する同

行訪問による支援（OJT）の実施や、ケアマネジャーからのケアマネジメントに関する相談の時間を設ける割合

が高くなっているという状況を踏まえ、事業所における業務管理や人材育成の取組を促進させることにより、各

事業所のケアプラン、ケアマネジメントの質を高める観点から導入したものである。 

現在、管理者（主任ケアマネジャー）になろうとする者が必要な研修を円滑に受けられるよう、研修の実施主体で

ある都道府県に対し、 
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・地域医療介護総合確保基金を活用した受講者の金銭的な負担軽減（会場借料や講師謝金の補助など）や 

・事業所に勤めている方々が受講しやすいよう、例えば、土日や夜の開講や e-ラーニングによる通信学習な

ど、研修の開催方法の工夫について要請しており、まずはこうした取組を進めることが重要であると考えている。 

その他必要な対応については、令和元年度実施予定の実態調査の結果を踏まえて検討してまいりたい。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 164 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

居宅介護支援事業所の管理者の要件に係る経過措置期間の延長等 

 

提案団体 

広島県、宮城県、三重県、広島市、愛媛県、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

居宅介護支援事業所における管理者の要件を主任介護支援専門員と定め、当該要件に対する一定の経過措

置期間として平成 33 年３月 31 日までの間と定めているが、経過措置期間を最低でも６年以上（令和６年３月 31

日）とすること。 

 

具体的な支障事例 

管理者である主任介護支援専門員になるための要件の１つに、専任の介護支援専門員としての従事期間が５

年以上の者について、主任介護支援専門員研修（70 時間）を受ける必要があるとされている。 

管理者資格に係る経過措置期間が 3 年程度しかないため、実務経験を満たせないことから管理者になれず、

事業所を廃止又は休止せざるを得ない状況が起きてしまう。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

制度改正以前から居宅介護支援事業所の管理者であった者が、制度の改正により努力のいかんによらず管理

者の職務を継続することができなくなる事態を避けることができる。 

 

根拠法令等 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

仙台市、須賀川市、千葉県、千葉市、袖ケ浦市、八王子市、十日町市、石川県、長野県、浜松市、京都府、大阪

府、大阪市、八尾市、兵庫県、神戸市、島根県、岡山県、玉野市、徳島県、香川県、高松市、松山市、新居浜

市、熊本県 

 

○当市では、令和元年６月 30 日が指定更新期限である居宅介護支援事業所において、介護支援専門員が１

人のみであるため、業務を行いながら研修を受講できる体制をとることができず、令和３年３月 31 日までに主任

介護支援専門員を管理者とすることが難しいため、令和元年６月 30 日をもって事業を廃止する旨の届出があっ

た。また、介護支援専門員が１人のみの事業所は他に１事業所あり（休止中は除く）、廃業せざるをえない状況

になれば利用者に多大なる影響が出ることが懸念される。 

○定量的な調査は行っていないが、高齢化が進行している過疎地域において、現在の介護支援員は従事期間

不足で主任になり得ず、新たに主任介護支援専門員を雇用することも困難であるという事例あり。 

○当市に登録中の居宅サービス事業者の中にも経過措置中の事業所があり、対応に苦慮しているとの話もあ
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ることから、経過措置期間を延長し、円滑な移行が出来るように希望する。 

○当市の居宅介護支援事業所は 147 事業所（休止施設を除く）。勤務する居宅介護支援事業所の介護支援専

門員は 457 名で、うち主任介護支援専門員は 85 名。管理者が主任介護支援専門員である事業所は 53 事業

所のみで、介護支援専門員が管理者を務める事業所が半数以上となっている。現に主任介護支援専門員を管

理者として置かない事業所が、事業所を継続するためには主任介護支援専門員研修の受講が必要となり、当

市においては 94 名が主任介護支援専門員研修を受講する必要がある。 

○平成 30 年４月の介護保険制度改正に基づき、平成 30 年４月１日から居宅介護支援事業所における管理者

の要件が「介護支援専門員」から「主任介護支援専門員」に変更されたが、経過措置期間では従事期間の年数

が足りず、研修を受講することができないという問い合わせが多数ある。 

○当市の現時点の居宅介護支援事業所 203 事業所のうち主任介護支援専門員がいない事業所は 120 事業所

あり、そのうち経過措置期間中に５年以上の実務経験を満たせない事業所は 26 事業所、介護支援専門員が１

人のみの事業所のため研修受講の体制をとることが困難な事業所は 56 事業所が推定され、主任介護支援専

門員を確保できず、経過措置期間が経過した場合、事業所を廃止又は休止し、利用者は介護支援専門員を変

更せざるを得ない影響が考えられる。 

○当県でも、現状で把握できる限りでは、およそ４割が主任介護支援専門員ではなく、同様に支障が生じるおそ

れがある。 

○当県で実施した調査では、平成 33 年３月末までに主任ケアマネを配置できず、休止・廃止を余儀なくされる

事業所が４カ所あり、その中には町内唯一の居宅事業所も含まれる。 

○県下の全居宅介護支援事業所中、介護支援専門員１名体制の事業所が約３割を占めており、経過措置期間

の令和３年３月３１日までに、居宅介護支援事業所の管理者要件である主任介護支援専門員の資格を取得す

ることができず、廃業を余儀なくされ、結果として利用者が不利益を被ることが懸念される。 

○当市では、平成 31 年 10 月現在 219 ある居宅介護支援事業所のうち、28 パーセントに当たる約 60 事業所

が一人ケアマネとして事業所を運営している。（主任であることの確認はしていない。） 

主任でない介護支援専門員が、主任の資格を得るために長時間の研修を遠方まで行くことや日々の業務を考

慮すると、やむを得ず居宅介護支援事業所の廃業により、利用者のサービス提供に支障が出る恐れがある。 

○当県では、県及び県介護支援専門員協会に対し、現任の指定居宅介護支援事業所管理者から、経過措置期

間内に主任介護支援専門員研修の受講要件である「専任の介護支援専門員として従事した期間が５年以上」を

満たすことができない旨の相談が複数寄せられている。 

○経過措置期間の見直しをしたうえで、制度改正時点で、現に居宅介護支援事業所として存在していた事業所

については、特例として、資格取得にあたり簡素化されたカリキュラム等を設ける必要もあると考える。 

○当市が実施した実態調査においても経過措置期間（３年間）内に主任介護支援専門員を管理者におけない事

業所が 10 事業所以上あり支障となっている。 

○当都道府県においても、制度改正以前より居宅介護支援事業所の管理者であるにも関わらず、３年間の経過

措置期間中に主任介護支援専門員研修の受講要件を満たせないため主任介護支援専門員の資格を取得でき

ず、廃業を余儀なくされる者が少なくとも 94 名存在しており、当都道府県からも、同事案について提案をしてい

る。 

○過疎、高齢化が進展し、かつ特別豪雪地帯に指定されている当市では、介護事業所の新規参入が少なく、介

護基盤等の社会資源が限られている現状がある。市内居宅介護支援事業所においても、主任介護専門員資格

を有していない事業所が存在しており、サービス利用者のサービス利用に支障が生じる恐れがあることから、経

過措置期間の延長を要望する。また、居宅介護支援事業所の管理者の職にある者の職務実績を考慮した上

で、制度改正の要件緩和が図られることで、事業所の廃止、又は休止を回避することが可能となる。 

○当県の確認では現時点で全 674 事業所のうち 65 事業所で主任介護支援専門員が確保できない恐れがあ

る。 

 

各府省からの第１次回答 

管理者要件の見直しは、管理者が主任ケアマネジャーの場合の方が、事業所内のケアマネジャーに対する同

行訪問による支援（OJT）の実施や、ケアマネジャーからのケアマネジメントに関する相談の時間を設ける割合

が高くなっているという状況を踏まえ、事業所における業務管理や人材育成の取組を促進させることにより、各

事業所のケアプラン、ケアマネジメントの質を高める観点から導入したものである。 

現在、管理者（主任ケアマネジャー）になろうとする者が必要な研修を円滑に受けられるよう、研修の実施主体で

ある都道府県に対し、 

・地域医療介護総合確保基金を活用した受講者の金銭的な負担軽減（会場借料や講師謝金の補助など）や 

・事業所に勤めている方々が受講しやすいよう、例えば、土日や夜の開講や e-ラーニングによる通信学習な
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ど、研修の開催方法の工夫について要請しており、まずはこうした取組を進めることが重要であると考えている。 

その他必要な対応については、令和元年度実施予定の実態調査の結果を踏まえて検討してまいりたい。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

厚生労働省 第１次回答 

管理番号 181 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

指定小規模多機能型居宅介護における登録定員超過時の介護報酬減算の基準緩和 

提案団体 

島牧村 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

指定小規模多機能型居宅介護の定員 29 名を超えて 35 人まで登録しても、一定の期間は介護報酬の減算

（70/100）を行わない。 

（通いの定員については、現行 18 人以下のところ、21 人まで） 

（過疎地域指定や人口規模、サービス事業所の新規参入が見込めない等の条件付き） 

（関係法令に基づき、利用者増に対する職員の増員を行うことも条件） 

具体的な支障事例 

島牧村では平成 28 年度の提案募集制度により、小多機施設内で「要介護＝小規模多機能デイ」、「要支援＝

総合事業通所型サービス A」によるサービスを提供できるようになったことから、島牧村の小多機施設に登録で

きるのは「要介護」の方のみとすることになったが、24 時間・365 日のサービス提供となり、利用者の利便性が向

上することから登録希望者が 29 人を超える可能性が危惧されている（今後、最大 35 人程度が見込まれる。）。

小多機施設開設後に「要介護者」が村で受けられる他の在宅介護サービスは、村社会福祉協議会で行っている

訪問介護（ヘルパー）だけという現状であることから、もし「通所介護（デイ）」や「短期入所（ショートステイ）」を必

要とする要介護者数が 30 人以上となった場合、あふれた人たちを救済する術がない状況となってしまう。これら

の問題の解決策として、サービス事業所の新規参入及びサテライト型小規模多機能型居宅介護施設の活用に

ついて検討したが、現状、新規事業者の参入は見込めない状況であることや、新たな施設整備に伴う財政負担

など解消が難しい課題がある。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

①小規模多機能のサービスを必要とする高齢者（島牧村の場合は要介護者）が 30 人以上となっても介護従事

者を増員することで受け入れることができ、在宅で生活する高齢者の受け皿としての機能を引き上げることがで

きる。

②新たにサテライト施設を整備する費用負担が軽減される他、本体事業所で一時的であれ登録定員を超えての

対応が可能となることにより、別途サテライトを設置するよりも少ない人員・経費負担増で対応が可能となると考

えられる。

根拠法令等 

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要

する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について 

（平成 18 年３月 31 日 老計発第 0331005 号・老振発第 0331005 号・老老発第 0331018 号） 

第２ 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項 
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１通則 

（6）定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について 

①②④ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

－ 

 

－ 

 

各府省からの第１次回答 

小規模多機能型居宅介護は、家庭的な環境と顔なじみの関係のもとでのサービスが認知症ケアに効果的であ

るという宅老所等の実践から生まれたサービス類型であり、そうした経緯や他の地域密着型サービスの定員を

踏まえ、登録定員を 29 名以下と設定している。 

登録定員を超えた場合は、サービスの質の低下を来すことから、災害時等やむを得ない場合を除いては報酬を

減額することとしており、また、とりわけ小規模多機能型居宅介護においては、家庭的な環境やなじみの関係の

もとでサービスが提供されることが重要であるところ、定員の見直しはそうしたサービスの根幹に関わる問題で

あることから、慎重に検討する必要がある。 

今般のご提案は、一定の期間減算を行わないこととするというものであるが、一旦登録する以上、一定期間の

経過後に事業所がコントロールして定員超過の状態を解消していくことは事実上困難であることから、当該取扱

いは、実質的には恒常的な登録定員の拡大につながるものと考えられる。 

登録定員の拡大については、第 138 回社会保障審議会介護給付費分科会（平成 29 年 5 月 12 日）において議

論が行われ、「安全面、サービスの質という観点から極めて慎重に扱うべき」といった意見をいただいたことか

ら、実施すべきでないとの結論を得たところである。 

また、恒常的に利用者が見込まれる状況であるならば、いかに当該地域における介護ニーズに応じたサービス

提供体制を構築していくかが検討されるべきであることから、小規模多機能型居宅介護事業所に限らず、他の

居宅介護サービスの整備、サテライト型事業所の設置、基準該当サービス、離島等相当サービス、市町村特別

給付といった既存の特例制度の活用や、地域医療介護総合確保基金による「介護施設等の整備に関する事

業」の活用も含め、総合的な対応を検討していくべきものと考える。 

したがって、現時点においてご提案の取扱いを認めることは困難である。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

厚生労働省 第１次回答 

管理番号 12 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

転院に係る診療報酬の算定方法の見直し 

提案団体 

岩手県、盛岡市、一関市、陸前高田市、西和賀町、一戸町 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

・転院に係る診療報酬の算定方法の見直し（地域の実情に応じ、開設者が同一の病院間で転院した場合でも、

病院ごとの入院日を起算日として取り扱うこと）

・地域医療支援病院の承認要件である紹介率・逆紹介率に、同一開設者による病院間での紹介も含めて算定

具体的な支障事例 

広大な県土を有し、医療資源の乏しい地域を抱える岩手県では、県が開設者となって 26 県立病院等（20 病院

及び６地域診療センター）及びリハビリテーションセンターなどを設置し、各二次保健医療圏における基幹病院と

しての役割や、交通事情や医療資源に恵まれない地域における、地域の初期医療等の役割を担っている。これ

らの県立病院等においては、各医療圏域内で診療機能を分担し、地域医療連携(病病・病診連携)を図りなが

ら、地域住民への適切な医療提供体制を構築している。 

現行の診療報酬の算定方法において、患者が転院した場合、通常は入院期間がリセットされるが、同一の開設

者など「特別の関係」の場合は、入院期間が通算される取扱となっている。このため、基幹の県立病院から入院

患者を受け入れた後方支援の県立病院は、実質的には新規患者であるにも関わらず、基幹病院分も含めた入

院期間となり、入院基本料への下記加算が低額又は算定不可になる。 

・14 日以内の期間…１日あたり 450 点（１点＝10 円で 4,500 円）

・15 日以上 30 日以内の期間…１日あたり 192 点

また、地域医療支援病院の承認要件である紹介率・逆紹介率について、同一開設者間での紹介を含めることが

できない。

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

・入院患者へのサービスの充実

・「特別の関係」の病院間での転院加算が認められた場合、財政基盤が安定することにより地域支援病院とし

て、高度医療機器の整備、研修の充実などが図られ、地域住民への適切な医療体制の構築が推進されると期

待される。

・地域医療支援病院に認定されることで、地域においては、地域のかかりつけ医からの紹介患者に対する医療

の提供、医療機器等の共同利用、地域医療従事者の研修などを行い、地域における医療の確保のために必要

な支援を行うことにより、地域医療の充実が図られる。

根拠法令等 

・診療報酬の算定方法（平成 20 年厚生労働省告示第 59 号）別表第一第１章第２部通則５

・医療法の一部を改正する法律の施行について（平成一〇年五月一九日健政発第六三九号各都道府県知事あ
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て厚生省健康政策局長通知）第二の三（一） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

福島県、小松市、高松市、宇和島市 

 

○市立４病院のうちリハビリテーション病院では、急性期医療に引き続き回復期のリハビリテーションが必要な

患者の受入れを行っている。 

当市運営の基幹病院から患者が転院した場合、「特別の関係」として入院期間が通算される取扱いとなっている

ことから、他病院からの転院患者の場合と同じ対応を行っているにも関わらず、入院基本料への下記加算等が

算定不可となっている。 

・医療安全対策加算２…入院初日 30 点 

・医療安全対策地域連携加算２…20 点（医療安全対策加算２の加算） 

・感染防止対策加算２…入院初日 90 点 

・診療録管理体制加算２…入院初日 30 点 

・データ提出加算２…入院中１回 210 点 

・提出データ評価加算…20 点（データ提出加算２の加算） 

○複数の市立医療機関を有していないため、現状が県と異なるが、各医療圏域内での診療機能を分担及び地

域医療連携(病病・病診連携)を推進する観点から、共同提案を行うもの。 

○地域医療支援病院に認定されることで、地域においては、地域のかかりつけ医からの紹介患者に対する医療

の提供、医療機器等の共同利用、地域医療従事者の研修などを行い、地域における医療の確保のために必要

な支援を行うことにより、地域医療の充実が図られる。 

○このようなルール（同一開設者同士での患者の紹介を行った場合に、診療報酬上の制約）ができたのは、同

一開設者の医療機関同士で何度も患者を紹介し合い、高い点数を得ようとする悪質な医療機関が出てくるため

ではないかと推測するが、最近は同一開設者の医療機関でも機能分化（A 病院は急性期、B 病院は慢性期等）

が行われていると考えており、また病棟の看護師が特に忙しいのが、入退院時であり、上記のような悪質なこと

を行う医療機関は少ないのではないかと考える。また、病院完結型医療から地域完結型医療への転換を目指し

ていながら、同一開設者の医療機関を紹介先の選択肢から除かなければならない（同一開設者の医療機関へ

紹介すると逆紹介率が下がるため）のは、地域完結型医療を目指す上での弊害になると考える。特に過疎地域

では医療機関が少ないため、逆紹介率を上げたいと考えると、紹介する医療機関が限られてしまうといった問題

がある。また、このようなルール（同一開設者同士での患者の紹介を行った場合に、診療報酬上の制約）を無く

すことで、どの病院に入院していたのか、どの病院から紹介されてきたのか、どの病院へ紹介するのかの確認

を行う必要がなくなり、医療機関の負担軽減となる。 

○当県立病院が位置するのは中山間地域、東日本大震災被災地域及び精神医療であるが、岩手県と同様に

広大な県土を有している。同一開設者による入院患者の継続については、診療報酬に基づき継続扱いにて算

定しているが、民間病院等からの紹介患者と何ら対応は変わらないことから、「入院日」＝「起算日」としての改

正を要望する。なお、このことにより、県立病院以外にも同一開設者の公的病院や民間病院等においても同様

の取扱いが可能となる。 

 

各府省からの第１次回答 

診療報酬においては、個々の患者の状態に応じた効率的・効果的で質の高い入院医療を提供する観点から、

医療機関に長期に入院している場合、１日単位の点数が逓減していくこととなっている。仮にご提案のとおり、医

療機関同士が特別な関係にある場合について、入院期間のリセットを行うことを認めると、経営主体が同一の医

療機関の中で、医療機関の裁量で患者を移すことで、点数の逓減をリセットして高い点数を算定できることとな

る。診療報酬はその費用を保険料・患者負担・公費で賄うものであり、上記のような取扱いを認めることは、患者

である住民の負担を不当に増大させることに繋がると考えられる。 

また、患者の状態に応じて適切に異なる機能の病院に転院させた場合は、現時点でも入院期間を通算しない取

扱いとなっているため、患者の病態に応じた適切な医療を提供している限り、要望の趣旨は現時点でも満たされ

ていると考える。 

地域医療支援病院は、患者に身近な地域で医療が提供されることが望ましいという観点から、紹介患者に対す

る医療提供等を行い、かかりつけ医等への支援を通じて地域医療の確保を図る病院として、平成９年の医療法

改正において創設されたものである。このため、地域の診療所を受診した上で紹介されてくる患者に対して医療

提供を行うことを基本とし、ご指摘の地域医療支援病院紹介率が一定以上であることを要件としている。ご提案
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のように、一律に同一の開設者の医療機関の間での紹介患者を紹介患者として評価すると、例えば、診療所か

ら同一の開設者の病院に患者を紹介した際に、当該患者が当該病院の紹介患者とカウントされて評価されるこ

ととなり、当該診療所には、他に、患者に身近な適切な病院（開設者が同一でない）があったとしても、遠くの開

設者が同一の病院に紹介するインセンティブが生まれることとなり、患者の不利益につながる。 
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

経済産業省 第１次回答 

管理番号 150 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 消防・防災・安全 

提案事項（事項名） 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律における都道府県知事の事務・権限の指定都市

の長への移譲 

提案団体 

熊本市 

制度の所管･関係府省 

経済産業省 

求める措置の具体的内容 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の販売事業、保安機関等に係る登録、認定、許可

等の都道府県知事の事務・権限を指定都市の長に移譲することを求める。 

具体的な支障事例 

【支障の概要】 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律は、言わば高圧ガス保安法から「液化石油ガスの

一般消費者等の保安に関する部分」を抜き出し、詳細に定めたものであり、液化石油ガスを取り扱う事業者には

同法だけでなく、高圧ガス保安法が適用される部分（移動、輸入、廃棄、容器、事故等）も多い。 

このように適用範囲が複雑に入り組んでいる両法のうち、平成 30 年度から高圧ガス保安法のみが指定都市に

権限移譲されたことで、事故対応や両法の適用を受ける施設の完成検査及び保安検査等において県と指定都

市の間で判断の難しい調整業務が新たに発生している。 

また、事業者にとっても両法で窓口が異なることが負担となっている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【制度改正による効果】 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律は、指定都市所掌の消防行政、高圧ガス保安行

政と密接な関連性を有することから、一元化することで統一的な指導と効率的な行政運営が可能となり、支障事

例についても改善が図られる。 

【懸念の解消策】 

全ての都道府県知事の権限を指定都市の長に一律に移譲することは、同一県内の複数の市町村で事業を行っ

ている事業者にとっては、複数の自治体の所管となり、行政手続等の負担が現状よりも増加する事が想定され

るが、一の指定都市の区域内にのみ販売所又は事業所を有する事業者に関するものを権限移譲の対象とし、

同一県内の二以上の市町村に販売所又は事業所を有する事業者に関するものについては都道府県知事に権

限を残すこととすれば、行政手続等の負担は増加せず、事業者の広域的な活動を妨げるものとはならない。 

根拠法令等 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３条第１項、第３条の２第２項から３項、第４条、

第６条、第８条、第 10 条第３項、第 13 条第２項、第 14 条第２項、第 16 条第３項、第 16 条の２第２項、第 19 条

第２項、第 21 条第２項、第 22 条、第 23 条、第 25 条、第 26 条、第 26 条の２、第 29 条第１項、第 32 条第１項、

第 33 条第１項から第２項、第 34 条第３項、第 35 条第１項、同条第３項、第 35 条の２、第 35 条の３、第 35 条
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の５、第 35 条の６第１項、第 35 条の７、第 35 条の 10 第各項、第 36 条第１項、第 37 条の２第１項から第２項、

第 37 条の３第１項から第２項、第 37 条の４第１項、第 37 条の５第３項、第 37 条の６第１項、同条第３項、第 37

条の７、第 38 条の３、第 38 条の 10、第 82 条第１項から第２項、第 83 条第１項から第４項、第 87 条第１項から

第２項、第 88 条第２項 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行令第 13 条 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則第４条、第 30 条、第 132 条 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、新潟市、京都市、兵庫県、熊本県 

○以下の現状を踏まえると、指定都市が液石ガス法に係る事務を行うことで、液石ガスを含め、高圧ガス全般を

担当することとなり、事業者の利便性の向上が見込まれるほか、高圧ガスについて法令による切れ目のない指

導が可能となり高圧ガスに係る保安の向上が見込まれる。

【バルクローリー】

事業者が一台のバルクローリーを民生用及び工業用の双方で運用する場合、液石ガス法の充てん設備と高圧

法の移動式製造設備に係る許可、検査を受ける必要があるが、当該バルクローリーの使用の本拠地が指定都

市「外」であれば、県が液石ガス法及び高圧法に係る許可と検査を行うが、使用の本拠地が指定都市「内」であ

れば、県が液石ガス法、指定都市が高圧法に係る許可、完成検査を行うこととなる。このため、バルクローリー

の使用の本拠地を指定都市とする事業者に対してのみ、申請窓口が県と指定都市に分かれることによる負担を

生じさせている。

【供給設備】

液石ガスの供給設備の区分は、その貯蔵能力の順に①液石ガス法の特定供給設備以外の供給設備、②液石

ガス法の特定供給設備、③高圧ガス法の供給設備となる。①及び②に係る事務を県で行い、指定都市では③

に係る事務を行うこととなるが、指定都市が③より貯蔵能力が小さい①及び②に係る事務を行わないこととなる

ため、事業者の申請先の誤りの原因になっている。

○熊本市の提案をベースに高圧ガス保安法及び液石法両法のあり方を整理する必要があると考えている。

○当県では平成 30 年度に県条例により指定都市の長に事務・権限を移譲している。移譲に際し、指定都市を

含む二以上の市町に事業所又は販売所を有する事業者については、当県に権限を残している。現在までに、運

用上支障となる事例はなく、県、市ともに効率的な行政運営が行えている。

○当県では、事務処理特例条例により液化石油ガス関連部分についても指定都市に移譲しているが、条例移

譲部分については、一義的に県が国との仲介役や相談を担うことが多く、一体的な指導のため高圧ガス保安法

と同様に法定移譲が必要と考える。

各府省からの第１次回答 

高圧ガス保安法、液化石油ガス法の両法で重複する保安領域のうち、一部の手続の担当行政庁が異なること

により、どのような支障が生じているのか精緻に把握するため、まずは実態調査が必要。都道府県、政令指定

都市等の関係団体に、本年９月の二次回答までに実態調査アンケートを行う。 

なお、高圧ガス保安法第 79 条の３および同法施行令第 22 条の規定にもあるとおり、液化石油ガス法に係る設

備に関する手続については、公共の安全の維持又は災害の発生の防止の観点から都道府県知事が当該都道

府県の区域にわたり一体的に処理することが指定都市の長が処理することに比して適当であるものとして規定

されており、こちらの制定経緯や実態等についても併せて確認を行う。 
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